
令和８年度

菊陽町下水道事業会計予算書

熊本県菊池郡菊陽町



  （総　　則）
第　１　条　　令和８年度菊陽町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

  （業務の予定量）
第　２　条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１）水洗化戸数

　（２）年間有収水量

　（３）一日平均処理水量

　（４）主な建設改良費 公共下水道施設整備費　 農業集落排水施設整備費

（農業集落排水事業）

令和８年度菊陽町下水道事業会計予算

９，８６８，０６４㎥

２７，０３６㎥

（公共下水道事業）

１９，６７７戸 ３７８戸

８２，３３７㎥

２２６㎥

１９，１００千円４２６，８１６千円
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  （収益的収入及び支出）
第　３　条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第　１　款 事業収益 千円

　　第　１　項 　営業収益 千円

　　第　２　項 　営業外収益 千円

　　第　３　項 　特別利益 千円

　第　１　款 事業費用 千円

　　第　１　項 　営業費用 千円

　　第　２　項 　営業外費用 千円

　　第　３　項 　特別損失 千円

　　第　４　項 　予備費 千円

１,３３５,１７９

４６６,４４３

収　　　　　入

１,８０１,６２２

０

１,６６６,２１４

１,５０７,８４３

１３８,３６１

支　　　　　出

１０

２０,０００
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  （資本的収入及び支出）

　第　１　款 資本的収入 千円

　　第　１　項 　企業債 千円

　　第　２　項 　出資金 千円

　　第　３　項 　負担金 千円

　　第　４　項 　補助金 千円

　　第　７　項 　その他資本的収入 千円

　第　１　款 資本的支出 千円

　　第　１　項 　建設改良費 千円

　　第　２　項 　企業債償還金 千円

　　第　３　項 　投資 千円

　　第　４　項 　予備費 千円

１６,１４６

第　４　条　　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額
　  ４３５，６１４千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２５，５１７千円、過年度分損益勘定留保資
　　金４０２，７６３千円及び当年度分損益勘定留保資金７，３３４千円で補填するものとする。）

支　　　　　出

収　　　　　入

４９２,２９４

２７５,７００

８０,０４２

１１２,９８０

７,４２６

９２７,９０８

４４５,９１６

４７５,５５５

４３７

６,０００
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  （企業債）

第　５　条　　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

  （一時借入金）
第　６　条　　一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

  （予定支出の各項の経費の金額の流用）

第　７　条　　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用額 １０，０００千円

償還の方法

２１１,５００

６４,２００ ４０年以内（据置期間５年以内　半
年賦元利均等償還又は半年賦元金均
等償還）
ただし、企業財政その他の都合によ
り、据置期間及び償還期間を短縮
し、又は繰上償還若しくは低利に借
り換えることができる。

利率

５％以内
（ただし、利率見直し方
式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機
構資金について、利率の
見直しを行なった後にお
いては当該見直し後の利
率）

証書借入
又は

証券発行

起債の目的 限度額（千円） 起債の方法

計 ２７５,７００

流域下水道事業分

流域関連公共下水道事業分

- 4 -



  （議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第 ８ 条　　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその

　経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　職員給与費 千円

  （他会計からの補助金）

第 ９ 条　　一般会計からこの会計への補助を受ける額は、６９，８２７千円である。

５７,１２５
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付　　属　　書　　類
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収　　入 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1 事業収益 1,801,622

１．営業収益 1,335,179

１．下水道使用料 1,203,456 委託徴収分、直接徴収分

２．他会計負担金 124,560 一般会計繰入金（雨水処理負担金）

４．その他営業収益 7,163 維持管理負担金（熊本市、合志市）

２．営業外収益 466,443

１．受取利息及び配当金 435 基金利息

２．他会計補助金 50,847 一般会計繰入金（汚水処理、資本費分）

４．長期前受金戻入 412,080 長期前受金収益化額

６．雑　収　益 3,081 起債償還利子分負担金（合志市）

1,801,622

令和８年度　菊陽町下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　入　合　計
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支　　出 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1 事業費用 1,666,214

１．営業費用 1,507,843

１．管渠費 610,690 汚水及び雨水処理施設等の維持管理に要する経費

２．ポンプ場費 21,209 汚水中継ポンプ場の維持管理に要する経費

３．セミコンテクノパーク
　　維持管理費

20,937
セミコンテクノパーク内の汚水処理施設の維持管
理に要する経費

４．処理場費 14,116 白水浄化センターの維持管理に要する経費

５．総係費 73,133 事業全体の運営、管理に要する経費

６．減価償却費 767,758 固定資産償却費

２．営業外費用 138,361

１．支払利息 107,661 企業債利息

３．消費税及び地方消費税 30,200 消費税及び地方消費税納税予定額

４．雑支出 500 雑損失

３．特別損失 10

４．過年度損益修正損 10

４．予備費 20,000

１．予  備  費 20,000

1,666,214支　出　合　計

- 9 -



収　　入 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

１資本的収入 492,294

１．企業債 275,700

１．企業債 275,700 企業債借入金

２．出資金 80,042

１．出資金 80,042 一般会計出資金（繰入基準内企業債償還元金）

３．負担金 16,146

１．受益者負担金 16,146 受益者負担金、受益者分担金

４．補助金 112,980

１．国庫補助金 94,000 社会資本整備総合交付金

３．他会計補助金 18,980 一般会計繰入金（農業集落排水事業分）

７．その他資本的 7,426

　　収入 １．その他資本的収入 7,426 起債償還元金分負担金（合志市）

492,294

資本的収入及び支出

収　入　合　計
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支　　出 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

１資本的支出 927,908

１．建設改良費 445,916

１．施設費 445,916
汚水・雨水整備事業、老朽管・地震対策事業
白水地区農業集落排水事業

２．企業債償還金 475,555

１．企業債償還金 475,555
公共下水道事業468,338千円
農業集落排水事業7,217千円

３．投資 437

１．基金 437 基金利子

４．予備費 6,000

１．予備費 6,000

927,908支　出　合　計
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（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当期純利益 122,675,701

　　　固定資産減価償却費 759,767,000

　　　賞与･法定福利費引当金増減額（△は減少） 159,870

　　　長期前受金戻入 △ 403,717,000

　　　受取利息及び受取配当金 △ 216,000

　　　支払利息 102,098,000

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 11,970,376

　　　未払金増減額（△は減少） △ 14,942,678

　　　その他 △ 16,573,975

　　　　　小計 537,280,542

　　　利息及び配当金の受取額 216,000

　　　利息の支払額 △ 102,098,000

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 435,398,542

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出（建設改良費） △ 566,660,479

　　　無形固定資産の取得による支出（建設改良費） △ 370,360,909

　　　交付金による収入 128,032,000

　　　受益者負担金・分担金による収入 50,437,964

　　　他会計補助金による収入 7,276,364

　　　他団体負担金による収入 0

　　　その他資本的収入 3,249,000

　　　基金積立 △ 218,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 748,244,060

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債の発行による収入 746,500,000

　　　企業債の償還による支出 △ 482,207,924

　　　他会計出資金の受入 84,315,000

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 348,607,076

４　資金増減額 35,761,558

５　資金期首残高 937,142,795

６　資金期末残高 972,904,353

令和７年度予定キャッシュフロー計算書（間接法）

（令和7年4月1日～令和8年3月31日）

-
 
1
2
 
-



給　与　費　明　細　書

（１）総括 （単位：千円）

（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

（単位：千円）

職員手当等 2,064

制度改正に伴う増減分 ―

その他の増減分 2,064

期末手当　 　879
勤勉手当　 　646
時間外手当 △635
扶養手当　 　222
通勤手当　 　 78
住居手当　 　 24
管理職手当　 130
児童手当　 　720

給料 4,181

給与改定に伴う増減分 ―

昇給期間短縮に伴う増加分 ―

その他の増減分 4,181 職員数増による

普通昇級に伴う増加分 ―

区分 増減額 増減事由別内訳 備考

78 24 130

用地交渉
手当

日直
手当

児童
手当

地域
手当

5,903 942 470

720

1,080

通勤
手当

住居
手当

966 600

管理職
手当

職
員
手
当
等
の
内
訳

区分
期末
手当

勤勉
手当

時間外
手当

比較 879 646 △ 635 222

4,973 2,126 1,134 258前年度 360

扶養
手当

本年度 6,782 5,619 1,491 1,356 336

3,102

821 1,900

712

4,856

合　計 0 1 0 4,181

1,243 4,345

6,9570 2,064 6,245

27,601

資本勘定
支弁職員

50,168

比
　
較

損益勘定
支弁職員

0 1,079

41,842

201

前
年
度

14,435

16,166

8,595

3

511

2,101

資本勘定
支弁職員

1

22,567

合　計 0 7 25,676

7,571 18,812 3,755

損益勘定
支弁職員

4 23,030 4,571

11,241

8,326

4,266 27,423

18,230 48,087 9,038 57,1258 0

8,814 23,157

29,857 0

14,343

法定福利費
特別職 手当等

9,416

賃金
合計

計

29,70224,930 4,77215,514

区　　分
職員数（人） 給　　与　　費

本
年
度

損益勘定
支弁職員

4

一般職 報酬 給料

合　計 0

資本勘定
支弁職員

4

-
 
1
3
 
-



（３）給料及び手当の状況

ア　職員一人当たり給与

イ　初任給

ウ　級別職員数

計 － －

7　級

7　級

0.0

令和7年4月1日現在

令和8年4月1日現在

0.0

3　級

0.0

5　級 － －

3　級 － －

4　級 － －

1　級 － －

2　級 － －

計 － －

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

技能労務職

級 職員数（人） 構成比（％）

1　級

－

－

－

－

－

－

311,010

371,729

40.3

305,667

368,643

区　　　　　　分

平均給料月額　　（円）

平均給与月額　　（円）

平均年齢　　　　（歳）

平均給料月額　　（円）

平均給与月額　　（円）

令和8年4月1日

令和7年4月1日

38.6平均年齢　　　　（歳）

－ －

短大卒 204,400 204,400

－ －

4　級 － －

3　級 2 25.0

4　級 1 12.5

区分

5　級 1 12.5

－ －

188,000 185,700

2　級 － －

一般行政職

級 職員数（人） 構成比（％）

1　級 3 37.5

2　級

6　級 1 12.5

計 8 100

14.3

区分 一般行政職（円） 技能労務職（円）

5　級

一般会計の制度

一般行政職（円）

220,000 220,000

185,700
一般職

高校卒 188,000

行政職 大学卒

技能労務職（円）

計 7 100

5　級 1

6　級

1　級 3 42.9

2　級 0.0

3　級

1 14.3

4　級 0.0

2 28.6

-
 
1
4
 
-



（級別の標準的な職務内容）

エ　昇給

部長の職務
及びその職
務内容がこ
れと同程度
のものとし
て町長が規
則で定める
職の職務

一般行政職

技能労務職

一般技能職
員補助の職
務

一般技能職
員の職務

高度の技能
又は経験を
必要とする
職員の職務

数名の一般
技能職員を
直接指揮監
督する職員
の職の職務
又は困難な
業務を行う
技能職員の
職務

多数の一般
技能職員を
直接指揮監
督する職員
の職の職務
又は特に困
難な業務を
行う技能職
員の職務

7　級区　分 1　級 2　級 3　級 4　級

区分 合計
代表的な職種

主事、技
師、保育
士、保健
師、司書、
学芸員、精
神保健福祉
士、社会福
祉士、臨床
心理士及び
管理栄養士
の職務

高度な知識
経験を必要
とする主
事、技師、
保育士、保
健師、司
書、学芸
員、精神保
健福祉士、
社会福祉
士、臨床心
理士及び管
理栄養士の
職務

参事及び主
査の職務

課長補佐、
係長及び園
長の職務並
びに高度な
知識経験を
必要とする
参事の職務

指導主事の
職務並びに
高度な知識
経験を必要
とする課長
補佐及び園
長の職務

次長、課長
の職務及び
その職務内
容がこれと
同程度のも
のとして町
長が規則で
定める職の
職務

一般行政職

6　級

8

8

2

5　級

技能労務職

本
年
度

職員数　　　　　　（A）　　（人） 8 －

昇給に係る職員数（B）　　（人） 8 －

2 －

6

100.0

－6

－

－

前
年
度

職員数　　　　　　（A）　　（人） 7 －

昇給に係る職員数（B）　　（人）

－

6

100.0

7

7

1

6

－

比率　（Ｂ）／（Ａ）　　 　（％） 100.0 －

－

7 －

５～６号給　（人）

７号給以上　（人）

－

－

1

100.0

号給数別内訳

号給数別内訳

０～２号給　（人）

３～４号給　（人）

５～６号給　（人）

７号給以上　（人）

０～２号給　（人）

３～４号給　（人）

比率　（Ｂ）／（Ａ）　　　 （％）
-
 
1
5
 
-



オ　特殊勤務手当

カ　期末手当・勤勉手当

キ　定年退職及び早期退職に係る退職手当

ク　その他の手当

代表的な特殊勤務手当の名称

給料総額に対する比率（％） 0.00

支給対象職員の比率（％）
（令和８年４月１日現在）

0.00

区分 全職種
代表的な職種

一般行政職 技能労務職

区分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の級等によ

る加算措置
備考

６月（月分） １２月（月分）

４級・５級　１００分の１０

６級・７級　１００分の１５

前年度 2.300 2.350 4.650
３級　    　１００分の５

本年度 2.325

４級・５級　１００分の１０

６級・７級　１００分の１５

2.325 4.650
３級　    　１００分の５

一般会計の
制度

2.325 2.325 4.650
３級　    　１００分の５

４級・５級　１００分の１０

６級・７級　１００分の１５

区分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

備考
（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

その他の

一般会計の
制度

(支給率等)

同上 同上 同上 同上 同上

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特例措置（45％
以内加算）

区分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同

住居手当 同

通勤手当 同

-
 
1
6
 
-



（令和7年 4月 1日から令和8年 3月31日まで）

円 円 円

1         営業収益            

(1)       下水道使用料        

(2)       他会計負担金        

(3)       その他営業収益       

2         営業費用            

(1)       管渠費           

(2)       ポンプ場費         

(3)       

(4)       処理場費         

(5) 総係費           

(6) 減価償却費         

営業利益

3         営業外収益           

(1)       受取利息及び配当金     

(2)       他会計補助金        

(3) 長期前受金戻入

(4) 雑収益           

4         営業外費用           

(1)       支払利息          

(2)       雑支出           

経常利益

5 特別利益

(1)       過年度損益修正益

(2)       その他特別利益

6 特別損失

(1)       過年度損益修正損

当年度純利益

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

0

9,259 9,259 6,320,741

35,929,000

0

6,330,0006,330,000

403,717,000

1,247,000 441,109,000

122,930,509

11,436,451

5,564,698 107,662,698 333,446,302

116,354,960

122,675,701

254,808

102,098,000

216,000

19,116,269

87,268,447

1,494,515,250

△217,091,342

759,767,000

598,221,176

18,705,907

セミコンテクノパーク維持管理費

令和７年度菊陽町下水道事業予定損益計算書

1,100,849,090

168,093,000

8,481,818 1,277,423,908

-
 
1
7
 
-



円 円 円 円
1 固定資産
(1)有形固定資産

イ土地 1,692,458,759
ロ建物 146,047,891

減価償却累計額 93,800,216 52,247,675
ハ構築物 29,520,411,701

減価償却累計額 8,246,702,796 21,273,708,905
ニ機械及び装置 990,835,673

減価償却累計額 629,018,480 361,817,193
ホ車両運搬具 3,955,961

減価償却累計額 2,333,825 1,622,136
ヘ工具器具及び備品 9,393,763

減価償却累計額 3,690,761 5,703,002
ト建設仮勘定 130,260,005

有形固定資産合計 23,517,817,675
(2)無形固定資産

イ施設利用権 972,766,900
無形固定資産合計 972,766,900

(3)投資その他資産
イ基金 173,168,017

投資合計 173,168,017
固定資産合計 24,663,752,592

2 流動資産
(1) 現金預金

イ預金 972,904,353 972,904,353
(2)未収金

イ営業未収金 80,955,928
ロ営業外未収金 23,784,708
ハその他未収金 1,040,660
ニ過年度未収金 1,282,804
ホ貸倒引当金 △ 851,792 106,212,308

(3)貯蔵品 178,260 178,260
(4)その他流動資産 283,622 283,622

流動資産合計 1,079,578,543
資産合計 25,743,331,135

令和７年度菊陽町下水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

資　　産　　の　　部

-
 
1
8
 
-



円 円 円

3 固定負債
(1) 企業債

イ 7,686,022,170 7,686,022,170

固定負債合計 7,686,022,170

4 流動負債
(1)企業債

イ 475,554,515 475,554,515

(2) 未払金
イ営業未払金 49,396,600 91,636,600
ロ営業外未払金
ハその他未払金 42,240,000

(3)引当金
イ賞与引当金 3,693,000
ロ法定福利費引当金 810,000 4,503,000

(4)その他流動負債
イ預り金 15,163,150 15,163,150

流動負債合計 586,857,265

5 繰延収益
(1)長期前受金 17,341,839,324
(2)長期前受金収益化累計額 △ 5,187,452,288

繰延収益合計 12,154,387,036
負債合計 20,427,266,471

円 円 円
6 資本金
(1) 自己資本金

イ固有資本金 1,715,580,973
ロ繰入資本金 1,321,533,492
ハ組入資本金 673,724,987 3,710,839,452

資本金合計 3,710,839,452

7 剰余金
(1) 資本剰余金

イ国庫補助金 836,648,992
ロ受贈財産評価額 19,570,444

資本剰余金合計 856,219,436
(2) 利益剰余金

イ減債積立金 522,425,924
ロ建設改良積立金 103,649,343
ハ当年度未処分利益剰余金 122,930,509

･前年度繰越利益剰余金 (254,808)
･当年度純利益 (122,675,701)

利益剰余金合計 749,005,776
剰余金合計 1,605,225,212
資本合計 5,316,064,664
負債資本合計 25,743,331,135

資　　本　　の　　部

建設改良等の財源に
充てるための企業債

建設改良等の財源に
充てるための企業債

負　　債　　の　　部

-
 
1
9
 
-



円 円 円 円
1 固定資産
(1)有形固定資産

イ土地 1,692,458,759
ロ建物 146,047,891

減価償却累計額 97,676,216 48,371,675
ハ構築物 29,858,377,971

減価償却累計額 8,918,686,796 20,939,691,175
ニ機械及び装置 990,835,673

減価償却累計額 669,194,480 321,641,193
ホ車両運搬具 3,955,961

減価償却累計額 2,620,825 1,335,136
ヘ工具器具及び備品 9,393,763

減価償却累計額 4,506,761 4,887,002
ト建設仮勘定 132,539,005

有形固定資産合計 23,140,923,945
(2)無形固定資産

イ施設利用権 988,116,081
無形固定資産合計 988,116,081

(3)投資その他資産
イ基金 173,605,017

投資合計 173,605,017
固定資産合計 24,302,645,043

2 流動資産
(1) 現金預金

イ預金 1,071,080,120 1,071,080,120
(2)未収金

イ営業未収金 86,381,940
ロ営業外未収金 278,891
ハその他未収金 426,120
ニ過年度未収金 1,281,264
ホ貸倒引当金 △ 851,792 87,516,423

(3)貯蔵品 178,260 178,260
(4)その他流動資産 283,622 283,622

流動資産合計 1,159,058,425
資産合計 25,461,703,468

令和８年度菊陽町下水道事業予定貸借対照表
（令和９年３月３１日）

資　　産　　の　　部

-
 
2
0
 
-



円 円 円

3 固定負債
(1) 企業債

イ 7,502,374,507 7,502,374,507

固定負債合計 7,502,374,507

4 流動負債
(1) 一時借入金 0
(2)企業債

イ 459,347,663 459,347,663

(3) 未払金
イ営業未払金 56,577,100
ロ営業外未払金 25,413,000
ハその他未払金 0 81,990,100

(4)引当金
イ賞与引当金 4,147,000
ロ法定福利費引当金 860,000 5,007,000

(5)その他流動負債
イ預り金 15,163,150 15,163,150

流動負債合計 561,507,913

5 繰延収益
(1)長期前受金 17,466,146,280
(2)長期前受金収益化累計額 △ 5,599,532,288

繰延収益合計 11,866,613,992
負債合計 19,930,496,412

円 円 円
6 資本金
(1) 自己資本金

イ固有資本金 1,715,580,973
ロ繰入資本金 1,401,575,492
ハ組入資本金 673,724,987 3,790,881,452

資本金合計 3,790,881,452

7 剰余金
(1) 資本剰余金

イ国庫補助金 836,648,992
ロ受贈財産評価額 19,570,444

資本剰余金合計 856,219,436
(2) 利益剰余金

イ減債積立金 522,425,924
ロ利益積立金 0
ハ建設改良積立金 103,649,343
ニ当年度未処分利益剰余金 258,030,901

･その他未処分利益剰余金変動額 (0)
･繰越利益剰余金 (122,930,509)
･当年度純利益 (135,100,392)

利益剰余金合計 884,106,168
剰余金合計 1,740,325,604
資本合計 5,531,207,056

負債資本合計 25,461,703,468

資　　本　　の　　部

建設改良等の財源に
充てるための企業債

建設改良等の財源に
充てるための企業債

負　　債　　の　　部

-
 
2
1
 
-



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）固定資産の減価償却方法
イ．有形固定資産

　・定額法

　・耐用年数
　　　建物　　　　　　　８～３７年
　　　構築物　　　　　１０～５０年
　　　機械及び装置　　　６～３５年
　　　車両運搬具　　　　　４～６年
　　　工具器具及び備品　　４～８年

ロ．無形固定資産

　・定額法

　・耐用年数
　　　施設利用権　　３５年

（２）引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

ロ．退職給与引当金

ハ．賞与引当金及び法定福利費引当金

（３）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２．予定貸借対照表に関する注記

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表等に関する注記

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上して
　いる。

　  職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することになっているため、退職給与
　引当金は計上していない。

　　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、事
　業年度末における支給見込額に基づき、事業年度の負担に属する額を計上している。

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち「下水
道に対する繰出基準」に基づき、企業債の償還に要する資金の一部を一般会計が負担する
と見込まれる額は次のとおりである。
　令和７年度　１，７７７，９９４千円
　令和８年度　１，６３５，９２５千円

-
 
2
2
 
-



３．セグメント情報に関する注記
（１）報告セグメントの概要

イ．報告セグメントの決定方法

ロ．各報告セグメントの事業内容は次のとおりである。

事業区分
公共下水道事業
農業集落排水事業

（２）各報告セグメントの営業収益等

イ． 令和７年度予定（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）
（単位：円）

事業区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 1,268,927,545 8,496,363 1,277,423,908

営業費用 1,455,888,257 38,626,993 1,494,515,250

営業損益 △ 186,960,712 △ 30,130,630 △ 217,091,342

経常損益 117,721,680 △ 1,366,720 116,354,960

セグメント資産 25,070,493,380 672,837,755 25,743,331,135

セグメント負債 19,972,626,533 454,639,938 20,427,266,471

その他の項目

他会計繰入金 185,888,000 17,634,000 203,522,000

減価償却費 739,161,000 20,606,000 759,767,000

特別利益 6,330,000 6,330,000

特別損失 9,259 9,259

ロ．
（単位：円）

区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

当年度未処分利益剰余金 124,042,421 △ 1,111,912 122,930,509

その他未処分利益剰余
金変動額 0 0 0

繰越利益剰余金 0 254,808 254,808

当年度純利益 124,042,421 △ 1,366,720 122,675,701

　　　菊陽町下水道事業は、公共下水道、農業集落排水事業の２事業を運営しており、各
　　事業毎に運営方針等を決定していることから「公共下水道事業」及び「農業集落排水
　　事業」の２つを報告セグメントとしている。

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

932,021,389 4,999,999

農業集落排水事業の維持管理、汚水管渠の整備

937,021,388

令和７年度予定（令和８年３月３１日）

事業の内容
公共下水道事業の維持管理、汚水・雨水管渠の整備

-
 
2
3
 
-



ハ． 令和８年度予定（令和８年４月１日～令和９年３月３１日）
（単位：円）

事業区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 1,216,561,817 8,563,636 1,225,125,453

営業費用 1,404,544,438 38,907,537 1,443,451,975

営業損益 △ 187,982,621 △ 30,343,901 △ 218,326,522

経常損益 134,875,653 233,998 135,109,651

セグメント資産 24,791,014,934 670,688,534 25,461,703,468

セグメント負債 19,478,239,693 452,256,719 19,930,496,412

その他の項目

他会計繰入金 156,147,000 19,260,000 175,407,000

減価償却費 747,088,000 20,670,000 767,758,000

特別利益 0

特別損失 9,259 9,259

ニ．
（単位：円）

区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

当年度未処分利益剰余金 258,908,815 △ 877,914 258,030,901

その他未処分利益剰余
金変動額 0 0 0

繰越利益剰余金 124,042,421 △ 1,111,912 122,930,509

当年度純利益 134,866,394 233,998 135,100,392

４．その他の注記

（１）賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩
　令和８年度における職員の期末手当・勤勉手当の支給、及びこれに伴う法定福利費を支
払うため、賞与引当金３，６９３千円、法定福利費引当金８１０千円をそれぞれ取り崩す
予定である。

令和８年度予定（令和９年３月３１日）

431,089,816 17,363,635 448,453,451
有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

-
 
2
4
 
-


